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上げることとなる。これは、すなわち急激な
円高をもたらすことであり、もはやこれまで
の外需主導型の経済振興策は困難となってき
ている。さらに、円の評価が高まるにつれて
産業の空洞化が加速する危険性を大きくはら
むことになる。
　日本経済の回復のためには、それほど多く
の選択肢が残されているわけではない。そう
した選択肢の中でももっとも伝統的で有力と
考えられている方法として、政府による有効
需要政策があげられよう。貿易を通した外需
拡大が困難であるならば、内需を拡大する以
外に方法がない。さらに、民間部門での投資
の見通しが期待できないのであれば、政府部
門が投資を拡大し、民間部門の投資を誘発す
る必要がある。
　しかしながら、現在の日本経済はそうした
教科書的な経済運営が可能な状況にあるわけ
ではない。なぜならば、すでに日本の財政赤
字の残額は1000兆円に迫ろうとしており、こ
れは日本のＧＤＰの２倍の水準にも達してい
るのである。この倍率は、すでに経済が破綻
したギリシャのそれを大きく上回るものであ
り、もはやこれまでのような無策な財政赤字
の垂れ流しはできない状況なのである。
　それでも、有効需要が不足している状況で
はじめに
　1990年頃にバブル経済が崩壊して以来、日
本経済は景気低迷に陥り、回復する気配すら
見出すことができないでいる。80年代にバブ
ル景気を謳歌し、日本製品の国際競争力を高
めることで急激な円高も克服した経験を持つ
日本経済は、バブル崩壊からも10年ほどで抜
け出すことが可能であろうことが予想されて
いた。
　しかしながら、2001年の同時多発テロや08
年のリーマンショックにともなう米国経済の
後退ならびに中国経済の勃興などにより、日
本が得ていた外需が大きく損なわれることと
なり、日本経済の景気回復はいまだにできて
いない状況である。さらに、10年にはギリシャ
経済が破綻したことから、欧州経済の規模も
大きく縮小する局面を迎えているうえ、米国
の財政状況ももはや無視できないほどの赤字
を容認するにいたって、外需に依存する日本
経済は大きな転換点に直面している状況であ
る。
　ギリシャ経済破綻をはじめとする欧州経済
の低迷や米国の財政赤字の上限を引き上げる
法案可決などによって引き起こされるユーロ
とドルの評価損は、すぐさま円の評価を引き
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　もちろん、アウトプットに何が含まれるか
については、議論が必要である。単に産出量
や売り上げ、利潤の増大だけではなく、そこ
にどれほどの雇用創出がともなうかの観点も
必要であろう。また、それがどれほど環境と
共存しており、有害な外部不経済を発生させ
ていないか、などの点も考慮する必要もあろ
う。
　そこで、本稿では、埼玉県の産業連関表を
用いて、埼玉県の産業構造を検討し、どのよ
うな問題が存在するのか、また、そうした問
題を解決するための有効な手掛かりを考えて
みたい。まず、県民経済統計や人口統計を検
討することから埼玉県経済の推移を検討する。
つぎに、『平成17年（2005年）埼玉県産業連関
表』を読み解くことで、現在の埼玉県経済の
横断構造（クロスセクション）を検証する。
あるならば、不足している需要を政府部門が
創出しなければならない。それは、同時に、
財政赤字を増大させることにもなる。した
がって、その場合、財政出動は必要不可欠な
ものであるため、無策であってはならない。
つまりは、それはもっとも有効な総量が、もっ
とも有効なタイミングで、もっとも有効な方
法で供与される必要がある。総量が少なすぎ
ることも、タイミングが遅すぎることも（too 
little, too late）許されない状況である。
　タイミングについては急を要することは異
論はないであろうが、問題は必要な量を必要
な部門に投入することである。必要な部門と
はどのような部門であるかというと、同じイ
ンプットであってもより大きなアウトプット
を産み出す部門である。公的部門にも、有効
性の観点が必要なのである。
図１　埼玉県民所得の推移
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全県計の県民所得をＹａとした時の線形モデ
ル関数は、
Ｙａ＝145013511.7＋10686554.32Ｘ
 （12.23） （14.96）
となり、全県計の県民所得は、年平均10兆
6865億5400万円ずつ増加している。カッコ内
はｔ値で、ともに１％で有意である。また、
決定係数Ｒａ＝0.896となり、これのモデル
に関しても十分な説明能力があると考えてよ
い。
　表１は、線形モデルによる結果である（単
位は、百万円）。
　しかしながら、これでは全県計の数値が47
都道府県の合計分となっているため、昭和50
年以降の埼玉県の経済規模が全県計と比較し
てどれほどの変化をしているのか、について
は、残念ながらわからない。
　そこで、両者のデータの自然対数を取り、
単純トレンド項を回帰させる方法を用いて、
この期間に埼玉県と日本全体の経済規模に成
長の度合いに相違があるかどうかについて、
比較をしてみたい。すなわち、
　ｌｎＹｓ＝ｌｎαｓ＋Ｘｌｎ（１＋ｒｓ）
　　　　　　　　　　　　……　埼玉県経済
　ｌｎＹａ＝ｌｎαａ＋Ｘｌｎ（１＋ｒａ）
　　　　　　　　　　　　……　全県計経済
そして、最後に、産業連関表で公表されてい
る計測値を用いて、埼玉県経済を有効に活性
化するための方法を提出できれば、と考えて
いる。
₁．埼玉県経済の推移
　まず、埼玉県経済の推移を、『日本長期統計』
のデータを用いて検討してみたい。『日本長
期統計』は、全部で５巻からなる統計集で、「県
民経済計算」は第１巻に所収されている。
　県民経済計算には、「県内総生産（名目）」、
「県民所得」ならびに「県内総生産（実質）」
の３項目が含まれているが、その中から「県
民所得」を取り上げる１）。図１は、昭和50年
から平成14年までの埼玉県の「県民所得」の
推移である２）（暦年統計ではなく、年度統計）。
　埼玉県の県民所得は、昭和50年に５兆3895
億6000万円であったのに対して、平成14年に
は18兆6180億1000万円になっており、27年間
で年平均4.7％の成長をしたことがわかる。
　埼玉県の県民所得をＹｓ、単純なトレンド
項目をＸ（＝1,2,3,……）とした時の線形モ
デル関数は、
　Ｙｓ＝6077303.3＋657427.98Ｘ
 （6.72） （12.07）
となり、この線形関数から、埼玉県の県民所
得は、年平均6574億2700万円ずつ増加してい
る傾向にあることがわかる。ただし、カッコ
内は定数項と回帰パラメーターのｔ値を示し
ており、ともに１％で有意な係数となってい
る。なお、決定係数Ｒｓ＝0.849であり、単
純なトレンド項だけでも十分な説明能力のあ
るモデルである。
　それに対して、全県の県民所得を合計した
定数項 年平均増加額
埼玉県 　6077303.3 　657427.98
全県計 145013511.7 10686554.32
表１　線形モデルによる埼玉県経済と全県計
のパラメーター比較
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とする非線形モデルを作成し、ｒｓ（埼玉県
経済の平均成長率）とｒａ（全国計の平均成
長率）を見ればよい。表２がその結果である。
　これにより、昭和50年から平成14年の間に、
埼玉県経済が日本全体の経済規模の増大と比
較しても、相対的に大きく成長していること
が理解できよう。これからすると、埼玉県の
経済運営は、比較的良好であったことがわか
るのである。
　しかしながら、県民経済所得の時系列をよ
り詳細に検討してみると、最近の埼玉県経済
の推移には問題があることが見て取れる。そ
こで、県民経済所得の時系列データをもう一
度見てみると、全県計のデータでは平成８
年３）、埼玉県民所得のデータでは７年でピー
クを迎えている。
　そこで、より正確に問題点の所在を確認す
　昭和50年から平成14年までの推移を単純に
比較すると、埼玉県経済のパフォーマンスが
日本全体のそれを上回っているように思われ
るが、モデルをスイッチさせてみると、埼玉
るため、埼玉県民所得と全県計のデータにス
イッチングをした非線形の自然対数モデルを
適用する。スイッチングモデルとは、時系列
データの中に構造変化が認められる場合、こ
うした変化の前後でモデルを新たに組みなお
し、異なる構造要因が混ざり合うことなく、
その変化を分離し、より正確な構造モデルを
計測する方法である。
　その結果、埼玉県民所得と全県計の県民所
得の推移に対して、以下のモデルを適用する。
　　　　　　ｌｎ s 1＋ｌｎ（１＋ｒs 1）
　　　　　　　　　……昭和50年～平成６年
　ｌｎＹｓ＝
　　　　　　ｌｎ s 2＋ｌｎ（１＋ｒs 2）
　　　　　　　　　……平成７年～
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　　　　　　ｌｎ a 1＋ｌｎ（１＋ｒa 1）
　　　　　　　　　……昭和50年～平成７年
　ｌｎＹａ＝
　　　　　　ｌｎ a 2＋ｌｎ（１＋ｒa 2）
　　　　　　　　　……平成８年～
表３に、適用されたモデルのパラメーターを
示しておく。
県経済のパフォーマンスは全体と比較すると
大きく低下していることがわかる。つまり、
全体的に良好なように思われた埼玉県経済は、
平成７年までの好調さに隠れて、実際のとこ
ｌｎ ｌｎ（１＋ｒ） 平均成長率
埼玉県（Ｓ50～Ｈ06） 15.54 0.075　 　 7.81％　　
　　　（Ｈ07～　　） 16.98 --0.028　 　 -2.73％　　
全県計（Ｓ50～Ｈ07） 18.73 0.057　 　 5.85％　　
　　　（Ｈ08～　　） 19.83 -0.013　 　 -1.30％　　
表₃　スイッチングをした自然対数モデルによる埼玉県経済と全県計のパラメーター比較
定数項 1＋r の自然対数値 平均成長率
埼玉県 15.75 0.050 5.13％
全県計 18.87 0.041 4.15％
表₂　自然対数モデルによる埼玉県経済と全
県計のパラメーター比較
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ても容易にアクセスし、データを取り込みプ
リントアウトすることも可能である。
　産業連関表は、経済活動をいくつかの部門
に分類し、１年間の間にどの部門からどの部
門に投入し、どの部門からどの部門に産出し
たか、がまとめられている。産業を大きく分
類すれば、農業・工業・商業、あるいは第１
次産業・第２次産業・第３次産業の３部門に
分類した３×３部門表がわかりやすそうであ
るが、詳細に分析をするためには３×３部門
表は粗すぎる。そこで、13×13部門、34×34
部門、108×108部門、190×190部門ならびに
520×407部門の５種類が公表されている中か
ら、34×34部門表が適度な大きさのものとし
て取り上げることにする。
　そこで、先に論じた効率的な経済活性化の
ための方法として、どの部門に投入をもたら
すべきか、に関しては、産業連関表から計測
される生産誘発係数を見ればよい。これは、
ある部門で産出量が増加した場合、その影響
がどの部門に及ぶのか、さらにどれほどの大
きさでその影響が波及するのかを算出したも
のである。ただし、最終需要を構成する項目
には、消費、投資ならびに移輸出が含まれて
おり、それぞれが県内の生産活動を誘発する
効果がある。
　しかしながら、消費と移輸出を政策的に、
すなわち人為的・意図的にコントロールする
ことが可能であるかについては、きわめて懐
疑的である。消費を人為的・意図的に増大さ
せようとすれば、必ずそこには税率の問題が
かかわってくると思われるが、そうしたこと
に関して地方政府は極めて脆弱である。
　また、移輸出に関しても、県外の需要は常
に外生的に決定されるため、内生的なコント
ロールは常に不可能なのである。それは、マ
ろは、このところは大きく毀損しているので
ある。
　そこで、つぎに『平成17年（2005年）埼玉
県産業連関表』を参考として、埼玉県経済に
潜む問題点を産業連関分析の方法を用いて検
討してみたい。
₂．産業連関表から見た埼玉県経済
　産業連関表は、Ｗ.Ｗ.レオンチェフ（Wssily 
W. Leontief）によって1941年に出版された
『 ア メ リ カ 経 済 の 構 造（The Structure of 
American Economy, 1919-1939）』で展開され
た産業連関分析をするために作成される経済
表である。これは、ケネーの経済表をヒント
に作成された分析表で、投入と産出とから経
済構造を検討することから、投入―産出（I
－O）分析とも呼ばれている。産業連関表は
５年ごとに作成されており、入手可能で最新
のものは平成17年（2005年）表である。６年
前のものしか活用できないのは、データを収
集して各種の表にまとめるために５年ほどの
時間が必要なためであり、次にこの分析表を
手にすることができるのは４年後の2015年で、
その表では平成22年（2010年）の経済構造を
分析することが可能となるのである。しかし
ながら、当然のことながら、５年の間に経済
構造が不変というわけはありえないため、延
長表が公表されている。
　埼玉県の産業連関表は昭和50年表から５年
ごとに作成されており、今回の平成17年（2005
年）表が７回目の公表となる。分析表につい
ては、埼玉県総務部統計課経済分析担当によ
り編集・発行された『平成17年（2005年）埼
玉県産業連関表』（平成22年３月発行）が出
版されており、埼玉県庁の資料室で容易に閲
覧可能である。また、埼玉県庁のHPにおい
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クロ経済学において貿易収入が外生変数で与
えられることと同様である。したがって、経
済の規模を政策的に増大させるためには、コ
ントロールが可能な内生変数的な要因を動か
す以外に方法がない。
　その点で、地方政府がコントロール可能な
経済項目は、投資に限られることになる。今
回公表された平成17年（2005年）表で、投資
に関する生産誘発係数が高いのは「建設」部
門である。
　こうした「建設」部門への公的資源の注入
に関しては、とりわけ最近になって批判的な
議論となっている。それでも、他県の産業連
関表から生産波及効果を算出してみると、「建
設」部門の波及効果が高いことも事実である。
　しかしながら、ここで問題となるのは、
「建設」部門が突出して高い一方で、他の部
門の生産誘発係数が極めて低いことである。
これでは、生産活動が波及する分野が極めて
限定的で、広くその効果が県内に行き渡らな
くなってしまう恐れがある。
　そこで、県内に波及効果を十分に及ぼすた
めには、既存の産業構造を見直す必要がある
のかもしれない。つぎに、埼玉県の産業構造
のどこに問題があるのかについて、検討して
みたい。
₃．埼玉県の産業構造の問題点
　以前に秋田県の産業連関表を用いて、秋田
県の産業構造の問題点を検討したことがある
（広瀬　1992）。秋田県では常に人口流出にと
もなう経済の低迷が問題となっていた。人口
の減少には自然減と社会減とに分けることが
できるが、秋田県ではその両者の減少に悩ん
図₂　中間投入率と移輸入率による埼玉県産業の分割
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でいた。自然減については、秋田県内に雇用
の場所がなく、企業誘致を活性化することが
喫緊の課題であった。そこで、どうした部門
の職場を誘致すると経済にとって効果的であ
るか、について、考察した。
　そこで、効率的な産業部門を見出すために、
ある図表を作成した。それは、県内の産業部
門を中間投入率と移輸入率を用いて２次元平
面にマップ化し、そこから問題のある（経済
波及が県内に留まらず、県外に流出してしま
う）産業部門を取り上げる方法である。
　まず、横軸に中間投入率、縦軸に移輸入率
をとって、34の産業部門を散布図を作成する。
これが図２である。
　中間投入率が高い産業は生産波及効果を及
ぼしやすい、いわば強力で効率的な産業であ
る。移輸入がなければ、この波及効果はすべ
て県内の生産活動の増加に向かうことになる。
しかしながら、移輸入率が高くなると、この
波及効果の多くが県外あるいは海外に漏出し
てしまうことになる。したがって、２次元平
面上に作成されたマップのうち、それぞれの
平均値（平均中間投入率と平均移輸入率）で
分割された４つの象現（four quadrants）の
うち、第Ⅰ象現に入る部門は中間投入率が高
く、同時に移輸入率も高い産業部門である。
この象現に入る産業部門は、中間投入率が高
いものの、移輸入率も高いため、その波及効
果が県外に流出してしまう部門である。ここ
には19の産業部門が存在している。
　そこで、この19部門の中から影響力係数が
１を下回る産業部門を取り上げれば、それが
問題のある産業部門であることがわかる。こ
れに該当する産業部門を取り上げると、
04　繊維製品
07　石油・石炭製品
09　鉄鋼
10　非鉄金属
11　金属製品
16　輸送機械
17　精密機械
25　運輸
34　分類不明
したがって、埼玉県内に経済波及効果を及ぼ
したい場合には、上記の産業部門の移輸入を
抑制するようすればよい。すなわち、上記の
産業部門の川下となる産業を県内に誘致する
などして、経済振興策がより効率的に運用さ
れる必要がある。
おわりに
　1990年頃から始まったバブル経済の崩壊と
その対応に追われ、日本経済は現在も長い景
気低迷にあえいでいる。20年以上もの時間を
経てもなお、日本経済は景気低迷の出口を探
しあぐねている。さらに、日本政府は自由競
争促進のもと、TPP加盟に向けての準備をし
ているようにも見える。国際競争や自由競争
は、確かに国民の厚生を高める側面もあるも
のの、まずは国家や地方市民の雇用の確保が
図られなければならない。労働の移動が完全
に自由ではないことからも、政策的・意図的
に雇用を増やし、国民の経済価値を高めるこ
とが優先の課題である。そうしたことは、国
際的な自由競争とは相いれない面もあること
を理解する必要があろう。
　国家レベルでの、そしてまた地方レベルで
の雇用の確保や経済価値の創出に、産業連関
分析はたいへん有用である。本稿で取り上げ
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なかった観点についても、産業連関表は有効
な解決策を提供してくれよう。
注釈
１）「県内総生産（名目）」と「県内総支出（実質）」
の数値は、名目と実質の違いがあるものの、両者
に大きな相違が存在しているため、「県民所得」を
用いた。
２）「県民経済計算」は、昭和50年から平成11年ま
でが68ＳＮＡ体系、平成２年から14年までが93Ｓ
ＮＡ体系で集計されている。できる限り長い統計
が必要であったため、昭和50年から平成元年まで
を68ＳＮＡ統計、平成２年から14年までを93ＳＮ
Ａ統計で集計したものを連結して用いた。68ＳＮ
Ａ体系では平成９年、93ＳＮＡ体系では７年で
ピークに達しており、ややずれが生じているが、
平成２年近辺のデータについてみると、両体系で
上昇傾向にあるため、93ＳＮＡ体系のデータを多
く採用した。
３）全県計のデータでは、平成８年以外にも、３年
と12年にもピークを迎えているが、８年で前後で
最大のピークをヒットしており、３年と12年の
ピークは、それぞれ上昇過局面と下降局面の動き
の１つと考えてよいと思われる。
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